
独立行政法人労働者健康福祉機構

理事山部久雄殿

基労補発0930第 3号

平成 25年 9月 30日

厚生労働省労働基準局

労災補償部補償課長

労災診療費算定基準の一部改定に伴う運用上の留意事項について

標記につきましては、別添のとおり都道府県労働局労働基準部長あて通知い

たしましたので、傘下の労災病院等に対する周知につきまして、特段の御配意

をお願いいたします。



公益社団法人日本医師会

常任理事藤川謙二殿

基労補発0930第 2号

平成 25年 9月 30日

厚生労働省労働基準局

労災補償部補償課長

労災診療費算定基準の一部改定に伴う運用上の留意事項について

標記につきましては、知l添のとおり都道府県労働局労働基準部長あて通知い

たしましたので、都道府県医師会及び貴会会員各位に対する周知につきまして、

特段の御配意をお願いいたします。



都道府県労働局労働基準部長殿

基労補発 0930第 1号

平成 25年 9月 30日

厚生労働省労働基準局労災補償部

補償課長

労災診療費算定基準の一部改定に伴う運用上の留意事項について

労災診療費算定基準の一部改定については、平成 25年 9月 30日付け基発 0930

第1号(以下「局長通達Jという o )により指示されたところであるが、この運

用に当たっては、下記の事項に留意の上、対応に遺漏なきを期されたい。

記

1 労災電子化加算の趣旨について

労災レセプト電算処理システムについては、平成 25年 9月6日付け基労発

0906第1号乃至第4号 ii労災レセプト電算処理システムj の試験稼働の実施

についてj により、平成25年9月 30日から試験稼働が実施されることとなっ

たことから、医療機関に電子レセプト請求のインセンティブを付与し、電子レ

セプト請求の促進を図るため、労災電子化加算が新設されたものである。

なお、労災電子化加算は時限の措置であり、措置期間は、平成 28年 3月診療

分までが予定されている。

2 試験稼働期間中の算定について

労災電子化加算については、局長通達記の2のとおり、労災レセプト電算処

理システムの試験稼働を実施する群馬労働局、東京労働局及び神奈川労働局(以

下「試験稼働局Jとしサ。)の 3局管内の医療機関に限られているが、全国稼

働実施後は、全国の医療機関において算定を可能とすることとしている。



3 運用に当たっての留意事項について

(1)労災電子化加算は、医療機関による診療費の電子レセプト請求のみを対象

とするものであり、薬局による薬剤費請求内訳書(薬剤費レセプト)は対象

外であること。

( 2 )労災電子化加算の対象となる電子レセプト請求は、初診、再診の531Jを関わ

ないこと o

4 周知

労災電子化加算については、都道府県医師会及び管下の労災保険指定医療機

関に対し、 531J紙のリーフレットを送付する等により、適切に周知を行うこと。

なお、試験稼働局以外の労働局においては、周知に当たり、全国稼働の実施

時期は、平成 26年1月末が予定されていることに留意すること。



(lJIJ紙)

労災保険指定医療機関の皆さまへ

労災レセプ卜電算処理システムの試験稼働により、平成25年10月か5、
電子レセプトによる労災診療費の請求が出来ることになりました。
この試験稼働にあわせて、電子レセプト請求の促進を図るため、 「労災
電子化加算jが新設されました。

当面は、試験穂{動を行う群馬、東京及び神奈川の各労働局管内の医療機

関において「労災電子化加算jの算定が可能となります。
上記3局以外の労働局管内の医療機関は、全国稼働の実施後、算定が可
能となる予定です。

-君橋、東京、梓康川労働局管内の医腰掛詞 =今平成25年10月から

・上記以外の労働局管内の医療機関 =今全国穂働の実施後から
(平成26年 1月末を予定)

オンライン文は電子媒体による労災診療費の請求を行った場合に、

電子レセブト1件につき3点が算定できます(初診・再診を問いま
せん)。

平成25年10月以降の請求分から「労災電子化加算Jが算定できます。

※ 「労災電子化加算jの算定は平成28年3月診療分までとなる予定です。
※ 薬剤費レセプ卜は「労災電子化加算」の対象とはなりません。

電子レセプ卜請求を開始するに当たっては、所定の手続きが必要とな
りますので、都道府県労働局労災補償課にお問い合わせください。

電子レセプ卜による請求の積極的なご利用をお願いいたします。

00労働局労働基準部労災補償課
電話xxx-xxx-xxxx


